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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期

連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

平成20年度
第３四半期連結

累計期間

平成20年度
第３四半期連結

会計期間
平成19年度

(自平成20年
 ４月１日 
至平成20年 
  12月31日)

(自平成20年
 10月１日 
至平成20年 
  12月31日)

(自平成19年
 ４月１日 
至平成20年 
  ３月31日)

経常収益 百万円 762,315 275,061 1,114,441

    うち信託報酬 百万円 24,683 5,845 41,380

経常利益 百万円 77,543 26,164 233,712

四半期純利益 百万円 114,657 28,267 ―

当期純利益 百万円 ― ― 302,818

純資産額 百万円 ― 2,413,769 2,524,656

総資産額 百万円 ― 39,217,191 39,916,171

１株当たり純資産額 円 ― △19,829.72 △13,711.01

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 10,120.10 2,521.21 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 23,690.06

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 
金額 

円 5,211.63 1,162.04 ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

円 ― ― 16,401.22

自己資本比率 ％ ― 5.8 5.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 548,104 ― △1,153,782

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △748,545 ― 589,524

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △84,441 ― 396,337

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 ― 868,530 1,153,744

従業員数 人 ― 16,714 16,344

合算信託財産額 百万円 ― 34,791,778 36,733,534
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３ 当社は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社)に

該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益関係指標については、「第５ 経理の状況」の「２ その

他」中、「(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額

等」の「① 損益計算書」にもとづいて掲出しております。 

 なお、第３四半期連結会計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、同「③ １株当たり四半期純損益

金額等」に記載しております。 

４ 自己資本比率は、(期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分)を期末資産の部の合計で除し

て算出しております。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 合算信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき、信託業務を営む連結会社毎の

信託財産額を単純合算しております。 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における従業員数 

平成20年12月31日現在 

 
(注)  １ 従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員15,531人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

  

  

(2) 当社の従業員数 

平成20年12月31日現在 

 
(注)  １ 当社の従業員は全員、株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行他２社から

の出向者です。なお、嘱託及び臨時従業員24人を含んでおりません。 

２ 臨時従業員数は、［ ］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人)
16,714

[15,510］

従業員数(人)
505

［19]
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第２ 【事業の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行持株会社としての業務の特殊性のため、該当する情報がないの

で記載しておりません。 

  

(株式会社りそな銀行とりそな信託銀行株式会社の合併契約書の締結について) 

平成20年12月19日、当社100％子会社である株式会社りそな銀行（以下、「りそな銀行」という。）お

よびりそな信託銀行株式会社（以下、「りそな信託銀行」という。）は、関係当局の認可等を前提に、平

成21年４月１日を合併期日とした合併契約を締結しました。 

その主な内容は以下の通りです。 

  

(1) 合併の目的 

りそなグループでは、従来より取組んでまいりました差別化戦略を更に徹底するため、経営課題解決

型ビジネスへの転換を掲げております。りそな銀行とりそな信託銀行の合併により、両社が有する信託

機能の強化、専門性の維持・向上を通じ、お客さまにご提供するサービスのレベルを高め、グループ価

値の向上を目指してまいります。 

  

(2) 合併の概要 

① 合併の日程 

合併契約書締結日  平成20年12月19日 

効力発生日        平成21年４月１日 

② 合併の方法 

りそな銀行を存続会社とする吸収合併方式とし、りそな信託銀行は解散いたします。 

③ 交付する金銭等 

りそな銀行およびりそな信託銀行はいずれも当社の完全子会社であるため、本件合併によるりそな

銀行の新株式の発行および合併交付金の支払いは行いません。 

④ 資本金および準備金の額 

本件合併によるりそな銀行の資本金および準備金の額の増加はありません。 

  

(3) 合併後の状況 

① 商号         株式会社りそな銀行 

② 事業内容     銀行・信託業務 

③ 本店所在地   大阪市中央区備後町二丁目2番1号 

④ 資本金       279,928百万円（資本金の増加はありません） 

⑤ 総資産       26,437,153百万円（平成20年３月31日における両社の総資産の単純合算ベース） 

⑥ 決算期       ３月31日 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

２ 【経営上の重要な契約等】
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(4) 合併当事会社の概要 

  

 
(注) １ 平成20年３月末現在 

２ 社員数には、臨時雇用および嘱託を含まない。 

  

(5) 業績に与える影響 

本件合併は、連結子会社同士の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

  

  

  

  

  

  

株式会社りそな銀行 りそな信託銀行株式会社

本店所在地 大阪市中央区備後町二丁目2番1号 本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目1番2号

代表者 社長 水田 廣行 代表者 社長 田中 卓 

社員数 8,053人 社員数 512人

国内有人店舗数 327ヶ店 国内有人店舗数 4ヶ店

国内店舗外ＡＴＭ数 2,754台 年金制度設計・管理
制度数 約2,120制度 
加入者 約160万人 

資本金 2,799億円 資本金 100億円 

預金残高 19兆2,847億円 資産運用残高 約17兆円 

貸出金残高 17兆1,751億円（銀行勘定） 総預かり資産残高
年金信託 約７兆5,000億円
証券信託 約33兆3,000億円 

株主 
りそなホールディングス
(100％） 

株主
りそなホールディングス 
(100％） 

設立 大正７年５月 設立 平成13年12月 
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以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び

連結会社)が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

（金融経済環境） 

当四半期連結会計期間の世界経済は先進国を中心に急減速しました。米国経済は住宅市場の調整が

相変わらず続くなど景気が大幅に悪化しました。金融機関の業績不振が続き、再編・公的支援の動き

にもかかわらず信用収縮が進行したことで、企業は設備投資に慎重となり、また雇用調整を急ピッチ

で進めました。個人消費については雇用・所得環境の悪化に加えて、金融機関が個人向けローンの基

準を厳格化したことで自動車販売を中心に大きく落ち込みました。欧州でも設備投資や輸出の減速に

より景気が悪化し、新興国や資源国経済も先進国向け輸出の不振や海外からの投資減少など影響を免

れることはできませんでした。 

こうした世界経済情勢を反映して、わが国経済も自動車や電子部品を中心に輸出が大幅に落ち込

み、景気悪化傾向が鮮明となりました。また急速な円高によって企業収益が減少し、企業は設備投資

や雇用に慎重となりました。個人消費は雇用情勢の悪化に加え、賞与を中心とした企業の賃金抑制ス

タンスもあり、弱い動きとなりました。物価面では国際商品価格の急落を背景に国内企業物価や消費

者物価（除く生鮮食品）の前年比の上昇率が鈍化しました。 

金融資本市場は、景気の急速な悪化が意識され、10月下旬には日経平均が一時7000円を割り込みま

した。しかし、米国を中心に主要国が相次いで積極的な財政・金融政策を打ち出したことで、金融環

境の一段の悪化には歯止めがかかり、株価の下落基調も一服となりました。日本銀行は、各国で利下

げが相次ぐなか政策金利である無担保コールレート（オーバーナイト物）の誘導目標を二度にわたり

合計0.40％引き下げ0.10％としました。これを受け長期金利（新発10年国債市場利回り）は低下基調

となり、12月末には1.2%を割り込みました。円の対ドルレートは米景気の大幅な悪化から円高が進行

し、年末にかけてはFRBの大幅な利下げもあり、一時87円台をつけました。 

  

（経営方針） 

当グループは、公的資金による多額の資本増強を真摯に受け止め、平成15年11月に集中再生期間に

おける計画として、経営の健全化のための計画（以下、健全化計画）を策定・公表し、徹底した財務

改革を中心に再生のための基礎を構築いたしました。平成16年11月には、「リストラから営業力強化

へ」をテーマに、集中再生期間後の「再生」から「飛躍」に向けた新たなステージにおける健全化計

画を策定・公表いたしました。平成18年11月には、「差別化戦略の徹底による持続的成長」により

「公的資金返済」を実現していく計画を策定・公表し、質を重視した成長戦略を進めてまいりまし

た。 

こうした改革の成果を踏まえ、平成24年3月末までを新たな計画期間とする「経営の健全化のため

の計画」を平成20年11月に公表いたしました。本計画期間においては、『りそな』の差別化戦略を徹

底し、更なる「事業領域の選択と集中」（重点地域・重点ビジネスの再整理）や、「りそなスタイル

の確立」（新しい企業文化の創造、個の重視、信頼度No.1への挑戦）に取組むことで、「真のリテー

ルバンク『りそな』」の姿をお示ししてまいります。 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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『りそな』の目指すリテールバンクの姿とは、個人・法人を問わず、地域に根付いたきめ細かなリ

レーションを構築し、お客さま本位のビジネスを行う金融サービス企業であります。個人のお客さま

には、人生の様々な場面で活用いただける最適な商品・サービスをご提供することにより、豊かな生

活設計をサポートしてまいります。また、法人のお客さまには、事業の様々な場面で経営課題の解決

に向けた最適な提案をすることにより、事業の成長をサポートしてまいります。 

こうした取組みにより、金融サービス企業として他の追随を許さないリテールバンクのフロントラ

ンナーとしての地位を確立し、個人のお客さま、中堅・中小企業のお客さまとのお取引からの「リテ

ー ル 収 益 の 拡 大」と、質 を 重 視 し た 収 益 拡 大 の 指 標 で あ る「RORA（Return on Risk

weighted Asset）の向上」を目指してまいります。 

  

また、当グループは、各子会社・関連会社が特長を活かしつつグループに貢献することにより、グ

ループ企業価値の最大化を目指しております。グループ商業銀行については、地域に根ざした金融機

関として、引き続きお客さまや地域に軸足を置いた運営を徹底し、地域の資金ニーズに積極的にお応

えするなど地域に貢献してまいります。りそな信託銀行については、グループ商業銀行との連携強化

の取組みを更に加速させるべく、関係当局の承認を前提に、平成21年4月1日を合併期日としてりそな

銀行と合併させる方針といたしております。商業銀行の豊富なお客さま基盤と信託銀行の高い専門性

を有機的に結合させ、信頼と信認をベースとしたお客さまとのリレーションを軸に、信託機能を活用

したソリューションをご提供してまいります。傘下銀行以外の国内子会社・関連会社については、引

き続き内部統制の強化に努めるとともに、各傘下銀行との緊密な連携を行い、グループの企業価値の

向上を実現してまいります。 
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（業績） 

   当四半期連結会計期間における財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなりました。 

  総資産は前連結会計年度末比6,989億円減少して39兆2,171億円となりました。 

 資産では、有価証券は前連結会計年度末比１兆2,618億円増加して７兆9,804億円となりました  

 ものの、コールローン及び買入手形は前連結会計年度末比9,134億円減少して7,308億円に、現金  

 預け金は前連結会計年度末比8,542億円減少して１兆1,913億円になっております。 

 負債につきましては、売現先勘定が前連結会計年度末比5,107億円増加して5,277億円となりま  

 したものの、預金は前連結会計年度末比8,314億円減少して30兆8,039億円に、譲渡性預金は前連 

 結会計年度末比6,900億円減少して6,721億円となっております。なお、定期預金は前連結会計年 

 度末比284億円減少して12兆2,652億円となっております。 

   純資産の部につきましては、その他有価証券評価差額金が前連結会計年度末比1,300億円減少し 

 て△68億円となったことや、自己株式の取得を進めたことなどにより、前連結会計年度末比1,108 

 億円減少して２兆4,137億円となりました。 

   なお、優先株式に係る純資産を控除して計算した１株当たり純資産額は△19,829円72銭となっ 

 ております。 

   当四半期連結累計期間における経営成績は以下のとおりとなりました。 

   経常収益は7,623億円となりました。内訳をみますと、貸出金利息や有価証券利息配当金を含む 

 資金運用収益が5,172億円、信託報酬が246億円、役務取引等収益が1,239億円、特定取引収益が 

 420億円となりました。 

   経常費用は、6,847億円となりました。内訳では、資金調達費用が1,056億円、役務取引等費用 

 が353億円、営業経費が2,860億円、与信費用や株式関係費用を含むその他経常費用が2,207億円と 

 なりました。 

   特別利益につきましては、当社の子会社である株式会社りそな銀行が東京本社ビルを売却した 

 固定資産処分益の計上などにより1,226億円に、また特別損失は減損損失などにより57億円となり 

 ました。 

   以上により、連結経常利益は775億円、連結四半期純利益は1,146億円となりました。また１株 

 当たり四半期純利益は10,120円10銭となりました。 

   当四半期連結会計期間における経営成績につきましては、以下のとおりであります。 

   経常収益は2,750億円となりました。内訳では、貸出金利息や有価証券利息配当金を含む資金運 

 用収益が1,686億円、信託報酬が58億円、役務取引等収益が369億円、特定取引収益が466億円とな 

 りました。 

       経常費用は、2,488億円となりました。内訳では、資金調達費用が316億円、役務取引等費用が 

     126億円、営業経費が959億円、与信費用や株式関係費用を含むその他経常費用が633億円となりま 

     した。   

  

      特別利益につきましては、貸倒引当金戻入益などにより190億円に、また特別損失は３億円と 

     なりました。 

  

  以上により、連結経常利益は261億円、連結四半期純利益は282億円となりました。また１株当 

 たり四半期純利益は2,521円21銭となっております。なお、当社グループの事業中、事業の種類別 

 では銀行業務が、所在地別では本邦における業務が、各々大宗を占めております。 

  

  また、当四半期連結会計期間は、四半期財務諸表の作成初年度であるため、前四半期連結会計 

 期間との比較は行っておりません。 
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 ① 国内・海外別収支 

当第３四半期連結会計期間の資金運用収支は、国内は1,353億円、海外は19億円となり、合計  

（相殺消去後。以下同じ）では、1,370億円となりました。 

信託報酬及び特定取引収支は国内のみであり、それぞれ58億円、466億円となりました。 

また、役務取引等収支及びその他業務収支は国内がその大宗を占めており、それぞれ合計では 

242億円、△308億円となりました。 

  

  

 
(注) １ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２ 「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 135,369 1,908 250 137,027

 うち資金運用収益 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 167,569 2,538 1,467 168,639

 うち資金調達費用 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 32,200 629 1,217 31,612

信託報酬 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 5,845 ― ― 5,845

役務取引等収支 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 24,194 88 ― 24,283

 うち役務取引等 
 収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 36,834 100 ― 36,935

 うち役務取引等 
 費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 12,640 12 ― 12,652

特定取引収支 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 46,637 ― ― 46,637

 うち特定取引収益 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 46,637 ― ― 46,637

 うち特定取引費用 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

その他業務収支 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 △30,988 166 △0 △30,820

 うちその他業務 
 収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 14,539 42 ― 14,581

 うちその他業務 
 費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 45,527 △123 0 45,402
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② 国内・海外別役務取引の状況 

 当第３四半期連結会計期間の役務取引等収益合計は369億円、役務取引等費用合計は126億円と  

 なり、役務取引等収支合計では242億円となりました。なお、国内が役務取引等収支の大宗を 

 占めております。 

  

  

 
(注) １ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２ 「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 36,834 100 ― 36,935

 うち預金・貸出 
 業務 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 6,787 29 ― 6,816

 うち為替業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 9,632 69 ― 9,702

 うち信託関連業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,970 ― ― 1,970

 うち証券関連業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 4,190 ― ― 4,190

 うち代理業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,883 ― ― 1,883

  うち保護預り・ 
  貸金庫業務 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 882 0 ― 882

 うち保証業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 3,606 ― ― 3,606

役務取引等費用 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 12,640 12 ― 12,652

 うち為替業務 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 2,196 ― ― 2,196
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③ 国内・海外別特定取引の状況 

 当第３四半期連結会計期間の特定取引収益は466億円となり、すべて国内で計上しております。 

  

  

  

 
(注) １ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２ 「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 46,637 ― ― 46,637

 うち商品有価証券 
 収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 556 ― ― 556

 うち特定取引 
 有価証券収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 726 ― ― 726

 うち特定金融 
 派生商品収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 43,999 ― ― 43,999

 うちその他の 
 特定取引収益 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 1,354 ― ― 1,354

特定取引費用 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

 うち商品有価証券 
 費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

 うち特定取引 
 有価証券費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

 うち特定金融 
 派生商品費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

 うちその他の 
 特定取引費用 

前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―
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④ 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注)   １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

    定期性預金＝定期預金＋定期積金 

２ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは海外連結子会社であります。 

３  「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 30,767,881 37,933 1,820 30,803,995

 うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 17,876,673 20,518 ― 17,897,192

 うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 12,247,804 17,414 ― 12,265,219

 うちその他 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 643,403 ― 1,820 641,583

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 672,100 ― ― 672,100

総合計 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 31,439,981 37,933 1,820 31,476,095
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⑤ 国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 

  

 
(注)   １ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。 

     また、「海外」とは、海外連結子会社であります。 

２  「国内（除く特別国際金融取引勘定分）」の「その他」には下記 

     の計数が含まれております。 

  

 
  

業種別
平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

25,784,616 100.00

 製造業 2,769,251 10.74

 農業 16,069 0.06

 林業 1,555 0.01

 漁業 8,393 0.03

 鉱業 19,216 0.07

 建設業 851,041 3.30

 電気・ガス・熱供給・水道業 77,599 0.30

 情報通信業 277,360 1.08

 運輸業 586,677 2.28

 卸売・小売業 2,576,627 9.99

 金融・保険業 647,113 2.51

 不動産業 2,537,814 9.84

 各種サービス業 2,072,746 8.04

 地方公共団体 803,901 3.12

 その他 12,539,249 48.63

海外及び特別国際金融取引勘定分 56,103 100.00

 政府等 ― ―

 金融機関 ― ―

 その他 56,103 100.00

合計 25,840,719 ―

平成20年12月31日

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

住宅ローン 11,518,615 44.67
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「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単

純合算しております。 

① 信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表) 

資産 
  

 
  

負債 
  

 
(注) １ 上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。 

２ 合算対象の連結子会社 

当第３四半期連結会計期間末 株式会社りそな銀行及びりそな信託銀行株式会社 

前連結会計年度末           同上 

  

  

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

貸出金 116,194 0.33 126,327 0.34

有価証券 6,333,925 18.21 9,059,990 24.67

信託受益権 26,899,582 77.32 26,115,140 71.09

受託有価証券 372 0.00 327 0.00

金銭債権 358,005 1.03 374,501 1.02

有形固定資産 683,786 1.96 632,020 1.72

無形固定資産 3,568 0.01 4,165 0.01

その他債権 10,623 0.03 15,022 0.04

銀行勘定貸 355,040 1.02 367,996 1.00

現金預け金 30,679 0.09 38,043 0.11

合計 34,791,778 100.00 36,733,534 100.00

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 13,406,671 38.54 16,025,426 43.63

年金信託 4,201,420 12.08 4,761,549 12.96

財産形成給付信託 1,062 0.00 1,272 0.00

投資信託 15,114,759 43.44 13,748,252 37.43

金銭信託以外の金銭の信託 128,591 0.37 171,894 0.47

有価証券の信託 424,390 1.22 523,695 1.43

金銭債権の信託 375,627 1.08 398,201 1.08

土地及びその定着物の信託 120,680 0.35 121,327 0.33

土地及びその定着物の 
賃借権の信託 

4,798 0.01 4,691 0.01

包括信託 1,013,776 2.91 977,222 2.66

合計 34,791,778 100.00 36,733,534 100.00
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② 貸出金残高の状況(業種別貸出状況) 

  

 
（注）「その他」には、下記の計数が含まれています。 

  

 

業種別

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

製造業 510 0.44

農業 ― ―

林業 ― ―

漁業 ― ―

鉱業 ― ―

建設業 20 0.02

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ―

情報通信業 ― ―

運輸業 289 0.25

卸売・小売業 468 0.40

金融・保険業 25,795 22.20

不動産業 4,624 3.98

各種サービス業 730 0.63

地方公共団体 ― ―

その他 83,755 72.08

合計 116,194 100.00

  当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

   貸出金残高（百万円） 構成比（％）

住宅ローン 70,461 60.64
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③ 元本補てん契約のある信託の運用／受入状況 

金銭信託 

  

 
(注) １ 信託財産の運用のために再信託された信託を含みます。 

２ リスク管理債権の状況 

 
  

科目

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

貸出金 116,101 27.35 126,144 29.03

有価証券 ― ― ― ―

その他 308,396 72.65 308,320 70.97

資産計 424,498 100.00 434,464 100.00

元本 423,025 99.65 433,580 99.80

債権償却準備金 348 0.08 380 0.09

その他 1,124 0.27 504 0.11

負債計 424,498 100.00 434,464 100.00

当第３四半期 

連結会計期間末 

貸出金116,101百万円のうち、破綻先債権額は68百万円、延滞債権額は19,715

百万円、３ヵ月以上延滞債権額は10百万円、貸出条件緩和債権額は3,866百万円

であります。また、これらの債権額の合計額は23,659百万円であります。 

前連結会計年度末 貸出金126,144百万円のうち、破綻先債権額は104百万円、延滞債権額は20,021

 百万円、３ヵ月以上延滞債権額は-百万円、貸出条件緩和債権額は3,963百万円

であります。また、これらの債権額の合計額は24,090百万円であります。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、譲渡性預金の減少などにより、1,613億円の支出となりまし

た。投資活動によるキャッシュ・フローは有価証券の売却による収入などにより625億円の収入となり

ました。財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出などにより、279億円の支

出となりました。これらの結果、現金及び現金同等物は、当第３四半期連結会計期間の期首残高に比べ

1,271億円減少して8,685億円となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は以下のと

おりであります。 

  

（株式会社りそな銀行とりそな信託銀行株式会社の合併プロジェクトの完遂） 

当社は、関係当局の認可等を前提に100％子会社である株式会社りそな銀行とりそな信託銀行株式

会社を平成21年４月１日に合併させることとし、平成20年12月19日に両社が合併契約を締結いたしま

した。 

当グループでは、従来より取組んでまいりました差別化戦略を更に徹底するため、経営課題解決型

ビジネスへの転換を掲げております。りそな信託銀行株式会社と株式会社りそな銀行の合併により、

両社が有する信託機能の強化、専門性の維持・向上を通じ、お客さまにご提供するサービスのレベル

を高め、グループ価値の向上を目指してまいります。 

現在、平成21年４月１日の合併に向けて合併作業を着実に進めており、完遂に向けて引き続き全力

で臨んでまいります。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

当第３四半期連結会計期間中に完成した新築、増改築等は次のとおりであります。 

  

 
  

  

  

  

  

  

第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、増改築等のうち、当第３四半期

連結会計期間中に重要な変更のあったものは次のとおりであります。 

  

 
   

  

  

  

   

  

  

   

  

  

１ 主要な設備の状況

会社名 
（連結子会社）

店舗名 
その他

所在地 区分 設備の内容
敷地面積
(㎡)

建物延面積 
(㎡)

完了年月

株式会社りそな銀行 東京中央支店 東京都中央区 新築 店舗 － 1,517 平成20年10月

２ 設備の新設、除却等の計画

会社名 
（連結子会社）

店舗名 
その他

所在地 設備の内容 変更の内容

株式会社りそな銀行 本店他 大阪市中央区他 電算機他
投資予定金額の変更 
（変更前） 21,689百万円 
（変更後） 14,807百万円
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注） 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日とし

て、当会社普通株式および各種優先株式の各１株を100株とする株式分割に伴う発行可能株式総数の変更が行わ

れ、当会社の発行可能株式総数は次のとおりとなりました。 

当会社が発行することのできる株式の総数は、8,239,958,600株とし、当会社が発行することのできる各種の株

式の総数は、次のとおりです。 

普通株式            7,300,000,000株 

乙種優先株式           27,220,200株 

丙種優先株式           12,000,000株 

戊種優先株式              957,600株 

己種優先株式            8,000,000株 

第１種優先株式        275,000,000株 

第２種優先株式        281,780,800株 

第３種優先株式        275,000,000株 

第４種優先株式         10,000,000株 

第５種優先株式         10,000,000株 

第６種優先株式         10,000,000株 

第７種優先株式         10,000,000株 

第８種優先株式         10,000,000株 

第９種優先株式         10,000,000株 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

乙種優先株式 272,202

丙種優先株式 120,000

戊種優先株式 9,576

己種優先株式 80,000

第１種優先株式 2,750,000

第２種優先株式 2,817,808

第３種優先株式 2,750,000

第４種優先株式 100,000

第５種優先株式 100,000

第６種優先株式 100,000

第７種優先株式 100,000

第８種優先株式 100,000

第９種優先株式 100,000

計 82,399,586 (注)
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② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 平成21年１月４日を効力発生日として、当会社の普通株式および各種の優先株式について、各１株を100株

とする株式の分割を実施しております。 

２ 「提出日現在発行数」には、平成21年２月１日からこの四半期報告書を提出する日までの優先株式に係る取

得請求権の行使による株式数の増減は含まれておりません。 

３ 「金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律」に基づく乙種第一回優先株式、丙種第一回優先株

式、戊種第一回優先株式および己種第一回優先株式、ならびに公的資金返済に向けた適切な資本政策の運営

を実現するために発行した第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式については、株主総会に

おける議決権を有しておりません（ただし、第９種優先株式を除く上記各種優先株式については無配時のみ

議決権を有する）。 

「預金保険法」に基づく第１種第一回優先株式、第２種第一回優先株式および第３種第一回優先株式につい

ては、預金保険機構の議決権比率を考慮し、株主総会における議決権を有しております。 

４ 乙種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 乙種優先配当金 

① 乙種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の乙種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり乙

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に乙種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該乙種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

乙種優先配当金の額は、乙種優先株式１株につき6,360円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、乙種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が乙種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

乙種優先株主に対しては、乙種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 乙種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の乙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、乙種優先株式１

株につき乙種優先配当金の額の２分の１を上限として、乙種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、乙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、乙種優先株式１株につき600,000

円を支払う。乙種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,399,576.917 
1,139,957,691
 (注)１、２ 

大阪証券取引所
（市場第一部） 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 
(注)14 

乙種第一回優先株式 272,202 
27,220,200
(注)１、２ 

― (注)３、４、14、15

丙種第一回優先株式 120,000 
12,000,000
 (注)１、２ 

― (注)３、５、14、16

戊種第一回優先株式 9,576 
957,600

 (注)１、２ 
― (注)３、６、14、17

己種第一回優先株式 80,000 
8,000,000

 (注)１、２ 
― (注)３、７、14、18

第１種第一回優先株式 2,750,000 
275,000,000
 (注)１、２ 

―
議決権あり 
(注)３、８、14、19 

第２種第一回優先株式 2,817,807.861 
281,780,786
 (注)１、２ 

―
議決権あり 
(注)３、９、14、20 

第３種第一回優先株式 2,750,000 
275,000,000

(注)１ 
―

議決権あり 
(注)３、10、14、21 

第４種優先株式 25,200 
2,520,000

(注)１ 
― (注)３、11、14、22

第５種優先株式 40,000 
4,000,000

(注)１ 
― (注)３、12、14、23

第９種優先株式 100,000 
10,000,000

(注)１ 
― (注)３、13、14、24

計 20,364,362.778 
2,036,436,277
 (注)１、２ 

― ―
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(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成21年３月31日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換比率 

乙種優先株式１株につき、発行する普通株式数は3.125株とする。 

③ 引換比率の修正 

引換比率は、平成20年７月１日以降は修正しない。 

④ 引換比率の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換比率を調整する。 

(5) 取得条項 

平成21年３月31日までに引換請求のなかった乙種優先株式は、平成21年４月１日をもって、乙種優先株式

１株の払込金相当額(600,000円)を平成21年４月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない

日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、そ

の10円の位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、100,000円を下回るときは、乙種優先株式１株の

払込金相当額(600,000円)を100,000円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

乙種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

乙種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、乙種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において乙種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を

有しない場合において乙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、乙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、乙種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、乙種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、乙

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

５ 丙種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 丙種優先配当金 

① 丙種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の丙種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり丙

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に丙種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該丙種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

丙種優先配当金の額は、丙種優先株式１株につき6,800円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、丙種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が丙種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

丙種優先株主に対しては、丙種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 丙種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の丙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、丙種優先株式１

株につき丙種優先配当金の額の２分の１を上限として、丙種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、丙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、丙種優先株式１株につき500,000

円を支払う。丙種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 
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(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成27年３月31日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は166,700円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成27年１月１日までの毎年１月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が166,700円(以下下限引換価額と

いう)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成27年３月31日までに引換請求のなかった丙種優先株式は、平成27年４月１日をもって、丙種優先株式

１株の払込金相当額(500,000円)を平成27年４月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない

日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、そ

の10円の位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、166,700円を下回るときは、丙種優先株式１株の

払込金相当額(500,000円)を166,700円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

丙種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

丙種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、丙種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において丙種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を

有しない場合において丙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、丙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、丙種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、丙種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、丙

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

６ 戊種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 戊種優先配当金 

① 戊種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の戊種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり戊

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に戊種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該戊種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

戊種優先配当金の額は、戊種優先株式１株につき14,380円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、戊種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が戊種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 
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③ 非参加条項 

戊種優先株主に対しては、戊種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 戊種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の戊種優先株主に対し、普通株主に先立ち、戊種優先株式１

株につき戊種優先配当金の額の２分の１を上限として、戊種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、戊種優先株主に対し、普通株主に先立ち、戊種優先株式１株につき

1,250,000円を支払う。戊種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成21年11月30日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は359,700円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成21年７月１日までの毎年７月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が359,700円(以下下限引換価額と

いう)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成21年11月30日までに引換請求のなかった戊種優先株式は、平成21年12月１日をもって、戊種優先株式

１株の払込金相当額(1,250,000円)を平成21年12月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のな

い日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、

その10円の位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、359,800円を下回るときは、戊種優先株式１株

の払込金相当額(1,250,000円)を359,800円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

戊種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

戊種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、戊種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において戊種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を

有しない場合において戊種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、戊種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、戊種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、戊種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、戊

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 
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７ 己種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 己種優先配当金 

① 己種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の己種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり己

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に己種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該己種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

己種優先配当金の額は、己種優先株式１株につき18,500円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、己種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が己種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

己種優先株主に対しては、己種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 己種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の己種優先株主に対し、普通株主に先立ち、己種優先株式１

株につき己種優先配当金の額の２分の１を上限として、己種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、己種優先株主に対し、普通株主に先立ち、己種優先株式１株につき

1,250,000円を支払う。己種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成26年11月30日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は359,700円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成26年７月１日までの毎年７月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が359,700円(以下下限引換価額と

いう)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成26年11月30日までに引換請求のなかった己種優先株式は、平成26年12月１日をもって、己種優先株式

１株の払込金相当額(1,250,000円)を平成26年12月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のな

い日数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、

その10円の位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、359,800円を下回るときは、己種優先株式１株

の払込金相当額(1,250,000円)を359,800円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

己種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 
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(7) 議決権条項 

己種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、己種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において己種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定が効力を

有しない場合において己種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、己種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、己種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株引受権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、己種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、己

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

８ 第１種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第１種優先配当金 

① 第１種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第１種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第１種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第１種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第１種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第１種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(200,000円)に、配当金支払の直前事業年度

についての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第１種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第１種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第１種優先株主に対しては、第１種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第１種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第１種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第１種優先株

式１株につき第１種優先配当金の額の２分の１を上限として、第１種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第１種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第１種優先株式１株につき

200,000円を支払う。第１種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成18年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

引換価額は175,300円とする。 
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③ 引換価額の修正 

引換価額は、毎年８月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価(以下修正後引換価額とい

う)に修正される。ただし、修正後引換価額が28,000円(ただし、下記④により調整する。以下下限引換

価額という)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第１種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第１種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第１種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第１種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予

約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第

１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

９ 第２種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第２種優先配当金 

① 第２種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第２種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第２種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第２種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第２種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第２種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(200,000円)に、配当金支払の直前事業年度

についての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第２種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第２種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第２種優先株主に対しては、第２種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第２種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第２種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第２種優先株

式１株につき第２種優先配当金の額の２分の１を上限として、第２種優先中間配当金を支払う。 

─ 27 ─



(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第２種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第２種優先株式１株につき

200,000円を支払う。第２種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成20年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

引換価額は122,600円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成20年11月１日以降毎年11月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価(以

下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が20,000円（ただし、下記④により

調整する。以下下限引換価額という）を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合には引

換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第２種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第２種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第２種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第２種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予

約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第

１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

10 第３種第一回優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第３種優先配当金 

① 第３種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第３種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第３種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第３種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第３種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第３種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(200,000円)に、配当金支払の直前事業年度

についての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 
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② 非累積条項 

ある事業年度において、第３種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第３種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第３種優先株主に対しては、第３種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第３種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第３種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第３種優先株

式１株につき第３種優先配当金の額の２分の１を上限として、第３種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第３種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第３種優先株式１株につき

200,000円を支払う。第３種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成22年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

当初引換価額は、平成22年７月１日(以下取得開始期日という)現在における普通株式の時価とする。た

だし、当初引換価額が17,000円(ただし、下記④により調整する。以下下限引換価額という)を下回る場

合は、当初引換価額はかかる下限引換価額とする。この場合に使用する時価は、取得開始期日に先立つ

45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。ただし、平均値の計算は、10円の位ま

で算出し、その10円の位を四捨五入する。 

③ 引換価額の修正 

当初引換価額は、平成23年５月１日以降毎年５月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が下限引換価額を下回る場合は、

修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。 

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第３種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第３種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第３種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第３種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予

約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第

１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

11 第４種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第４種優先配当金 

① 第４種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第４種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第４種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第４種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第４種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第４種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.970%(払込金額2,500,000円に対し99,250円)とする。 
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② 非累積条項 

ある事業年度において、第４種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第４種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第４種優先株主に対しては、第４種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第４種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第４種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき

2,500,000円を支払う。第４種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第４種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

平成25年８月31日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一ま

たは複数の日に、第４種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第

４種優先株式１株につき、2,500,000円に、経過配当金相当額(第４種優先配当金の額を取得日の属する事

業年度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中

に第４種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額

を金銭にて支払う。 

第４種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第４種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第４

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第43条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第４種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定

が効力を有しない場合において第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第４種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第４種優先株式を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 

12 第５種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第５種優先配当金 

① 第５種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第５種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第５種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第５種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第５種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第５種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.675％(払込金額2,500,000円に対し91,875円)とする。 

ただし、平成21年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金の額は、払込金額2,500,000円に対し

54,622円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第５種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第５種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第５種優先株主に対しては、第５種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 
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④ 第５種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第５種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき

2,500,000円を支払う。第５種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第５種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

平成26年８月28日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一ま

たは複数の日に、第５種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第

５種優先株式１株につき、2,500,000円に、経過配当金相当額(第５種優先配当金の額を取得日の属する事

業年度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中

に第５種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額

を金銭にて支払う。 

第５種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第５種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第５

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第43条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第５種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第43条の規定

が効力を有しない場合において第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第５種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第43条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第５種優先株主を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 

13 第９種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 第９種優先配当金 

① 第９種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第９種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第９種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第９種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第９種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第９種優先配当金の額は、第９種優先株式１株につき32,550円とする。ただし、平成20年３月31日終了

の事業年度中は支払わないものとし、平成21年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金の額は、

払込金額3,500,000円に対し26,769円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第９種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第９種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第９種優先株主に対しては、第９種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第９種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第９種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第９種優先株

式１株につき第９種優先配当金の額の２分の１を上限として、第９種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第９種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第９種優先株式１株につき

3,500,000円を支払う。第９種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 
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(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成20年６月５日以降の期間とする。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第９種優先株主が取得請求権を行使した場合、当該第９種優先株主の有する第９種優先株式

を取得するのと引換えに、当該第９種優先株主に対して、当会社の普通株式を交付する。第９種優先株

式の取得と引換えに交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

 
  

第９種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数の算出にあたり、１株未満の端数が生じ

たときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

③ 取得請求権の行使の条件 

第９種優先株主は、平成24年６月４日までは、ある四半期(各年の１月１日、４月１日、７月１日およ

び10月１日に始まる各３ヶ月の期間をいう。以下同じ)の初日から最終日までの期間中の日において当

該第９種優先株主の有する第９種優先株式の取得請求権を行使しようとするときは、当該四半期の直前

の四半期の最終の取引日に終了する連続する30取引日のうちいずれかの20取引日の株式会社東京証券取

引所における当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が当該直前の四半期の最終の取引日

において適用ある引換価額に1.15を乗じて得た額を超えない限り、取得請求権を行使することができな

い。 

第９種優先株主は、平成24年６月５日以降は、いずれかの取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が当該取引日において適用ある引換価額に0.3を乗

じて得た額を超えた場合には、当該取引日以降、第９種優先株式の取得請求権を行使することができ

る。 

「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開設されている日をいい、売買高加重平均価格(下記(5)③

に定義する)が発表されない日を含まない。以下「取引日」という場合について同じ。 

ただし、本③に定める取得請求権の行使の条件は、(a)当会社が存続会社とならない合併、(b)当会社の

事業の全部もしくは実質上全部の譲渡、もしくは当会社の事業の全部もしくは実質上全部を対象とする

当会社の会社分割、または(c)当会社が他の会社の完全子会社となる株式交換もしくは株式移転その他

の組織再編行為(以下あわせて「非存続的再編」という)が行われる場合、当会社が、当該非存続的再編

に関して普通株主に対して法令に基づいて最初に通知を行った日(または普通株主への通知が法令上要

求されない場合には当該非存続的再編に関して法令または金融商品取引所の規則に基づいて最初に開示

を行った日)から当該非存続的再編の効力発生日の前日までの期間中は適用されない。当会社は、非存

続的再編に関して上記のとおり普通株主に対して通知を行い、もしくは開示を行った場合、または当該

非存続的再編が当会社の株主総会において可決もしくは否決された場合には、その旨を直ちに第９種優

先株主に対して書面により通知するものとする。当該非存続的再編が当会社の株主総会において否決さ

れた場合、当会社が第９種優先株主に対しその旨の通知を発送した日の２日後以降、本③に定める取得

請求権の行使の条件が再び適用されるものとする。 

また、本③に定める取得請求権の行使の条件は、当会社またはその子会社以外の者(特別の法律に基づ

いて設立された法人を除く)が、金融商品取引法に基づき、その者の当会社についての株券等保有割合

(金融商品取引法に定義される意味を有する)が50％以上である旨を記載した大量保有報告書または大量

保有報告書に関する変更報告書を提出した場合には、かかる報告書の提出日以降、適用されない。 

取得と引換えに交付すべき普通株式数＝

第９種優先株主が取得を請求した 
第９種優先株式の払込金額相当額総額

引換価額
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(5) 取得条項 

① 第９種優先株式の全部または一部の取得 

当会社は、(a)当該取得を行った後において当会社が十分な自己資本比率を維持することができると見

込まれる場合、または(b)当該取得と引換えに第９種優先株主に交付される金銭の額以上の額の資本調

達を残余財産の分配について第９種優先株式と同順位以下の証券の発行により行う場合のいずれかに該

当するものとして金融庁の事前承認を得たうえで、下記②に定める取得日において、第９種優先株式の

全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、第９種優先株式を取得するのと引換え

に、第９種優先株主に対して、下記③に定める財産を交付する。 

当会社が第９種優先株式の一部を取得することとするときは、当会社の代表執行役が抽選によってその

取得する第９種優先株式を決定する。 

② 取得事由 

イ．会社法第168条第１項に従って代表執行役が別に定める日(ただし、下記ロ．に取得不能日として定め

る日を除く日とし、以下 「当初取得日」 という)が到来することをもって、当会社が第９種優先株

式の全部または一部を取得する事由とする。なお、当会社が当初取得日後のある時点において残存す

る第９種優先株式の全部または一部を取得する場合には、会社法第168条第１項に従って代表執行役

が別に定める当初取得日後の日(ただし、下記ロ．に取得不能日として定める日を除く日とし、当初

取得日とあわせて以下「取得日」 という)が到来することをもって、当会社が当該第９種優先株式の

全部または一部を取得する事由とし、その後も同様とする。 

ただし、当会社は、取得日の45取引日以上60取引日以下前の日に、当該取得日における取得の対象と

なる第９種優先株式を有する第９種優先株主に対して第９種優先株式を取得する旨の事前通知(以下

「取得通知」という)を発送する。 

ロ．上記イ．にいう、取得不能日として定める日は、次により取得日として認められる日以外の日をい

う。 

当会社は、当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が、いずれか連続する30取引日の各

日において、強制引換価額(下記(6)③により強制引換価額が調整される場合には、下記(6)③に準じ

て調整する)に1.3を乗じて得た額以上であった場合には、平成24年６月４日以降の日で当該30取引日

の期間の末日から30日以内の日に上記イ．に従って取得通知を発送することができるものとし、かか

る場合の取得日は当該取得通知において取得日として記載された日とする。 

③ 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第９種優先株式１株を取得するのと引換えに、第９種優先株主に対して、第９種優先株式の

払込金額相当額の金銭、および、取得条項発動時株価が取得条項発動時株価の算出にあたって考慮され

る30取引日の最終の取引日における下記(6)に定める強制引換価額を上回る場合には、強制取得パリテ

ィ額から払込金額相当額を差し引いた額を取得条項発動時株価で除して得た数の当会社の普通株式を交

付する。 

「強制取得パリティ額」とは、取得条項発動時株価を、取得条項発動時株価の算出にあたって考慮され

る30取引日の最終の取引日における下記(6)に定める強制引換価額で除し、第９種優先株式の払込金額

相当額を乗じて得た額をいう。 

「取得条項発動時株価」 とは、取得通知の発送の日以後５取引日目に始まる連続した30取引日(ただ

し、株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引が比例配分のみによって行われた

日、および当該証券取引所により公表されたある取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株

式数が当該取引日に先立つ計算除外日でない５取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株式

数の平均値の４分の１未満である日(これらの日をあわせて以下「計算除外日」 という)を除く)の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値をい

う。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出し、その10円の位を四捨五入する。なお、上記30取引

日の間に下記(6)③に規定の事由が生じた場合においては、上記の価格は、下記(6)③に準じて調整され

る。 

「売買高加重平均価格」 とは、株式会社東京証券取引所が、関連する取引日における当会社の普通株

式の普通取引の売買代金総額を当該取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株式総数で除す

ることにより、当該取引日における当会社の普通株式の売買高加重平均価格として計算し提示する価格

をいう。ただし、株式会社東京証券取引所がかかる価格を提示しない場合は、ブルームバーグ・エル・

ピー(Bloomberg L.P.)が当該取引日において提示する8308ジェイティー・エクイティ・エーキューアー

ル(8308 JT Equity AQR)の画面(またはそれに代わる画面もしくはサービス)に表示された価格をいい、

当該画面(またはそれに代わる画面もしくはサービス)に価格が表示されない場合は、当該取引日の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)をいう。以下「売買

高加重平均価格」 という場合について同じ。 
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(6) 引換価額および強制引換価額 

① 引換価額および強制引換価額 

引換価額および強制引換価額(本(6)において、あわせて以下単に「引換価額」という)は332,465円とす

る。 

② 引換価額の修正 

引換価額は、平成24年６月５日、平成25年６月５日、平成26年６月５日および平成27年６月５日(以

下、これらの日を個別に、または総称して「修正日」 という)に、当該修正日現在における当会社の普

通株式の時価に修正される。ただし、当該時価が修正前の引換価額を上回る場合は、修正前の引換価額

をもって修正後の引換価額とし、また、当該時価が当該修正日において有効な下限引換価額を下回る場

合は、修正後の引換価額は、かかる下限引換価額とする。 

引換価額の修正に使用する修正日現在における当会社の普通株式の時価は、各修正日に先立つ45取引日

目に始まる連続する30取引日(計算除外日を除く)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値とする。ただし、平均値の計算は、10円の位まで算出

し、その10円の位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に下記③に規定の事由が生じた場合におい

ては、上記の時価は、下記③に準じて調整される。 

「下限引換価額」 は86,730円とする(ただし、下記③により調整する)。 

③ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(7) 株主との合意による優先株式の取得 

第９種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(8) 議決権条項 

第９種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。 

(9) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第９種優先株主を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 

14 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、当会社普通株式および各種優先株式の単元株式数を100株とする単元株制度を採用しております。 

15 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、乙種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 乙種優先配当金 

① 乙種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の乙種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり乙

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に乙種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該乙種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

乙種優先配当金の額は、乙種優先株式１株につき63円60銭とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、乙種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が乙種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

乙種優先株主に対しては、乙種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 乙種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の乙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、乙種優先株式１

株につき乙種優先配当金の額の２分の１を上限として、乙種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、乙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、乙種優先株式１株につき6,000円

を支払う。乙種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成21年３月31日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 
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② 引換比率 

乙種優先株式１株につき、発行する普通株式数は3.125株とする。 

③ 引換比率の修正 

引換比率は、平成20年７月１日以降は修正しない。 

④ 引換比率の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換比率を調整する。 

(5) 取得条項 

平成21年３月31日までに引換請求のなかった乙種優先株式は、平成21年４月１日をもって、乙種優先株式

１株の払込金相当額(6,000円)を平成21年４月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日

数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、1,000円を下回るときは、乙種優先株

式１株の払込金相当額(6,000円)を1,000円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

乙種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

乙種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、乙種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において乙種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を

有しない場合において乙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、乙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、乙種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、乙種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、乙

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

16 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、丙種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 丙種優先配当金 

① 丙種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の丙種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり丙

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に丙種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該丙種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

丙種優先配当金の額は、丙種優先株式１株につき68円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、丙種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が丙種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

丙種優先株主に対しては、丙種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 丙種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の丙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、丙種優先株式１

株につき丙種優先配当金の額の２分の１を上限として、丙種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、丙種優先株主に対し、普通株主に先立ち、丙種優先株式１株につき5,000円

を支払う。丙種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 
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(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成27年３月31日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は1,667円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成27年１月１日までの毎年１月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が1,667円(以下下限引換価額とい

う)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成27年３月31日までに引換請求のなかった丙種優先株式は、平成27年４月１日をもって、丙種優先株式

１株の払込金相当額(5,000円)を平成27年４月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日

数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、1,667円を下回るときは、丙種優先株

式１株の払込金相当額(5,000円)を1,667円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

丙種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

丙種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、丙種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において丙種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を

有しない場合において丙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、丙種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、丙種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、丙種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、丙

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

17 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、戊種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 戊種優先配当金 

① 戊種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の戊種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり戊

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に戊種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該戊種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

戊種優先配当金の額は、戊種優先株式１株につき143円80銭とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、戊種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が戊種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

戊種優先株主に対しては、戊種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 
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④ 戊種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の戊種優先株主に対し、普通株主に先立ち、戊種優先株式１

株につき戊種優先配当金の額の２分の１を上限として、戊種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、戊種優先株主に対し、普通株主に先立ち、戊種優先株式１株につき12,500円

を支払う。戊種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成21年11月30日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は3,597円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成21年７月１日までの毎年７月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が3,597円(以下下限引換価額とい

う)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成21年11月30日までに引換請求のなかった戊種優先株式は、平成21年12月１日をもって、戊種優先株式

１株の払込金相当額(12,500円)を平成21年12月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日

数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、3,598円を下回るときは、戊種優先株

式１株の払込金相当額(12,500円)を3,598円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

戊種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 

(7) 議決権条項 

戊種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、戊種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において戊種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を

有しない場合において戊種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、戊種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、戊種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、戊種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、戊

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 
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18 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、己種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 己種優先配当金 

① 己種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の己種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり己

種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に己種優先中間配当金を支払ったとき

は、当該己種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

己種優先配当金の額は、己種優先株式１株につき185円とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、己種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が己種優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

己種優先株主に対しては、己種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 己種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の己種優先株主に対し、普通株主に先立ち、己種優先株式１

株につき己種優先配当金の額の２分の１を上限として、己種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、己種優先株主に対し、普通株主に先立ち、己種優先株式１株につき12,500円

を支払う。己種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成26年11月30日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するための基準

日の翌日から当該基準日の対象となる株主総会終結の日までの期間を除く。 

② 引換価額 

引換価額は3,597円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成26年７月１日までの毎年７月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が3,597円(以下下限引換価額とい

う)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 取得条項 

平成26年11月30日までに引換請求のなかった己種優先株式は、平成26年12月１日をもって、己種優先株式

１株の払込金相当額(12,500円)を平成26年12月１日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日

数を除く)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を四捨五入する。この場合、当該平均値が、3,598円を下回るときは、己種優先株

式１株の払込金相当額(12,500円)を3,598円で除して得られる数の普通株式となる。 

(6) 株主との合意による優先株式の取得 

己種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および第

３項の規定を適用しない。 
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(7) 議決権条項 

己種優先株主は株主総会において議決権を行使することができない。ただし、己種優先株主は、会社法第

459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を有する場合であって会社法

第436条第３項の取締役会の決議において己種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなかったとき

は、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定が効力を

有しない場合において己種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなかったとき

は、その総会より、己種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは、

その総会の終結の時より、己種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および同法第460条第

２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主総会の決議があ

る時まで議決権を有する。 

(8) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、己種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただし、

平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。また、己

種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予約権無償

割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第１項に基

づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

19 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第１種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第１種優先配当金 

① 第１種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第１種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第１種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第１種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第１種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第１種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(2,000円)に、配当金支払の直前事業年度に

ついての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位

を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第１種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第１種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第１種優先株主に対しては、第１種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第１種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第１種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第１種優先株

式１株につき第１種優先配当金の額の２分の１を上限として、第１種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第１種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第１種優先株式１株につき

2,000円を支払う。第１種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 
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(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成18年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

引換価額は1,753円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、毎年８月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価(以下修正後引換価額とい

う)に修正される。ただし、修正後引換価額が280円(ただし、下記④により調整する。以下下限引換価

額という)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第１種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第１種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第１種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第１種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株

予約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241

条第１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

20 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第２種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第２種優先配当金 

① 第２種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第２種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第２種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第２種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第２種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第２種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(2,000円)に、配当金支払の直前事業年度に

ついての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位

を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第２種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第２種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第２種優先株主に対しては、第２種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第２種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第２種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第２種優先株

式１株につき第２種優先配当金の額の２分の１を上限として、第２種優先中間配当金を支払う。 
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(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第２種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第２種優先株式１株につき

2,000円を支払う。第２種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成20年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

引換価額は1,226円とする。 

③ 引換価額の修正 

引換価額は、平成20年11月１日以降毎年11月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価(以

下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が200円(ただし、下記④により調整

する。以下下限引換価額という)を下回る場合は、修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合には引

換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第２種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第２種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第２種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第２種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予

約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第

１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

21 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第３種第一回優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第３種優先配当金 

① 第３種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第３種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第３種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第３種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第３種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第３種優先配当金の額は、１株につき、その払込金相当額(2,000円)に、配当金支払の直前事業年度に

ついての下記に定める配当年率を乗じて算出した額(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位

を四捨五入する)を支払う。 

配当年率は、平成16年４月１日以降、次回年率見直し日の前日までの各事業年度について、下記算式に

より計算される年率とする。 

配当年率＝ユーロ円LIBOR(１年物)＋0.50％ 

配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率見直し日は、平成16年４月１日以降の毎年４月１日とする。 

ユーロ円LIBOR(１年物)は、平成16年４月１日または各年率見直し日(当日が営業日でない場合は前営業

日)において、ロンドン時間午前11時におけるユーロ円１年物ロンドン・インターバンク・オファー

ド・レート(ユーロ円LIBOR１年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表される数値を

指すものとする。ユーロ円LIBOR(１年物)が公表されていなければ、翌営業日の日本時間午前11時にお

ける日本円１年物トウキョウ・インターバンク・オファード・レート(日本円TIBOR)として全国銀行協

会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものをユーロ円LIBOR(１年物)に代え

て用いるものとする。営業日とはロンドンおよび東京において銀行が外貨および為替取引の営業を行っ

ている日をいう。 
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② 非累積条項 

ある事業年度において、第３種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第３種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第３種優先株主に対しては、第３種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第３種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第３種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第３種優先株

式１株につき第３種優先配当金の額の２分の１を上限として、第３種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第３種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第３種優先株式１株につき

2,000円を支払う。第３種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成22年７月１日以降いつでも取得を請求できるものとする。 

② 引換価額 

当初引換価額は、平成22年７月１日(以下取得開始期日という)現在における普通株式の時価とする。た

だし、当初引換価額が170円(ただし、下記④により調整する。以下下限引換価額という)を下回る場合

は、当初引換価額はかかる下限引換価額とする。この場合に使用する時価は、取得開始期日に先立つ45

取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終

値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数

第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

③ 引換価額の修正 

当初引換価額は、平成23年５月１日以降毎年５月１日(以下修正日という)に、修正日現在における時価

(以下修正後引換価額という)に修正される。ただし、修正後引換価額が下限引換価額を下回る場合は、

修正後引換価額はかかる下限引換価額とする。 

この場合に使用する時価は、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日数を除く)

とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。

④ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(5) 株主との合意による優先株式の取得 

第３種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(6) 議決権条項 

第３種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

(7) 新株予約権等 

法令に別段の定めがある場合を除き、第３種優先株式について株式の併合または分割を行わない。ただ

し、平成20年５月16日開催の取締役会において決議された株式の分割についてはこの限りではない。ま

た、第３種優先株主には、会社法第185条に規定する株式無償割当てまたは同法第277条に規定する新株予

約権無償割当てを行わず、同法第202条第１項に基づき株式の割当てを受ける権利もしくは同法第241条第

１項に基づき新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

22 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第４種優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第４種優先配当金 

① 第４種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第４種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第４種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第４種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第４種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第４種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.970%(払込金額25,000円に対し992円50銭)とする。 
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② 非累積条項 

ある事業年度において、第４種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第４種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第４種優先株主に対しては、第４種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第４種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第４種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第４種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第４種優先株式１株につき

25,000円を支払う。第４種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第４種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

平成25年８月31日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一ま

たは複数の日に、第４種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第

４種優先株式１株につき、25,000円に、経過配当金相当額(第４種優先配当金の額を取得日の属する事業

年度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中に

第４種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額を

金銭にて支払う。 

第４種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第４種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第４

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第55条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第４種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定

が効力を有しない場合において第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第４種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第４種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第４種優先株式を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 

23 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第５種優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第５種優先配当金 

① 第５種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第５種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第５種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第５種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第５種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第５種優先配当金の額は、１株につき、その払込金額に、下記に定める配当年率を乗じて算出した額を

支払う。 

配当年率は年3.675％(払込金額25,000円に対し918円75銭)とする。 

ただし、平成21年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金の額は、払込金額25,000円に対し546

円22銭とする。 
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② 非累積条項 

ある事業年度において、第５種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第５種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第５種優先株主に対しては、第５種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第５種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき優先配

当金の額の２分の１を上限として、第５種優先中間配当金を支払う。 

(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第５種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第５種優先株式１株につき

25,000円を支払う。第５種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 株主との合意による優先株式の取得 

第５種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(5) 取得条項 

平成26年８月28日以降の日であって、会社法第168条第１項の規定に従って代表執行役が別に定める一ま

たは複数の日に、第５種優先株式の全部または一部を取得することができ、この場合、これと引換に、第

５種優先株式１株につき、25,000円に、経過配当金相当額(第５種優先配当金の額を取得日の属する事業

年度の初日から取得日までの日数(初日および取得日を含む)で日割計算した額をいい、当該事業年度中に

第５種優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金の額を控除した額とする)を加算した額を

金銭にて支払う。 

第５種優先株式の一部を取得するときは、代表執行役が抽選により取得する株式を決定する。 

(6) 議決権条項 

第５種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第５

種優先株主は、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により剰余金の配当等の決定を株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によることに関する定款第55条の規定が効力を有する場合であって

会社法第436条第３項の取締役会の決議において第５種優先配当金の全額を支払う旨の決議がなされなか

ったときは、その時より、会社法第459条第２項および同法第460条第２項の規定により定款第55条の規定

が効力を有しない場合において第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会に提出されなか

ったときは、その総会より、第５種優先配当金の全額を受ける旨の議案が定時株主総会において否決され

たときは、その総会の終結の時より、第５種優先配当金の全額を支払う旨の会社法第459条第２項および

同法第460条第２項の規定により効力を有する定款第55条の規定に基づく取締役会の決議または定時株主

総会の決議がある時まで議決権を有する。 

(7) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第５種優先株主を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 

24 平成20年６月26日開催の定時株主総会における定款変更の決議に基づき、平成21年１月４日を効力発生日と

して、第９種優先株式の内容は次のとおりとなりました。 

(1) 第９種優先配当金 

① 第９種優先配当金 

剰余金の配当を行うときは、毎年３月31日現在の第９種優先株主に対し普通株主に先立ち、次のとおり

第９種優先配当金を支払う。ただし、配当金支払の直前事業年度中に第９種優先中間配当金を支払った

ときは、当該第９種優先中間配当金の額を控除した額とする。 

第９種優先配当金の額は、第９種優先株式１株につき325円50銭とする。ただし、平成21年３月31日終

了の事業年度中に支払う優先配当金の額は、払込金額35,000円に対し267円69銭とする。 

② 非累積条項 

ある事業年度において、第９種優先株主に対して支払う剰余金の配当の総額が第９種優先配当金の額に

達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

③ 非参加条項 

第９種優先株主に対しては、第９種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を行わない。 

④ 第９種優先中間配当金 

中間配当を行うときは、毎年９月30日現在の第９種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第９種優先株

式１株につき第９種優先配当金の額の２分の１を上限として、第９種優先中間配当金を支払う。 
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(2) 残余財産の分配 

残余財産を分配するときは、第９種優先株主に対し、普通株主に先立ち、第９種優先株式１株につき

35,000円を支払う。第９種優先株主に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わない。 

(3) 優先順位 

乙種優先株式、丙種優先株式、戊種優先株式、己種優先株式、第１種優先株式、第２種優先株式、第３種

優先株式、第４種優先株式、第５種優先株式および第９種優先株式の優先配当金、優先中間配当金の支払

順位ならびに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

(4) 取得請求権 

① 取得を請求し得べき期間 

平成20年６月５日以降の期間とする。 

② 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第９種優先株主が取得請求権を行使した場合、当該第９種優先株主の有する第９種優先株式

を取得するのと引換えに、当該第９種優先株主に対して、当会社の普通株式を交付する。第９種優先株

式の取得と引換えに交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 
  

 
  

第９種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき普通株式数の算出にあたり、１株未満の端数が生じ

たときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

③ 取得請求権の行使の条件 

第９種優先株主は、平成24年６月４日までは、ある四半期(各年の１月１日、４月１日、７月１日およ

び10月１日に始まる各３ヶ月の期間をいう。以下同じ)の初日から最終日までの期間中の日において当

該第９種優先株主の有する第９種優先株式の取得請求権を行使しようとするときは、当該四半期の直前

の四半期の最終の取引日に終了する連続する30取引日のうちいずれかの20取引日の株式会社東京証券取

引所における当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が当該直前の四半期の最終の取引日

において適用ある引換価額に1.15を乗じて得た額を超えない限り、取得請求権を行使することができな

い。 

第９種優先株主は、平成24年６月５日以降は、いずれかの取引日の株式会社東京証券取引所における当

会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が当該取引日において適用ある引換価額に0.3を乗

じて得た額を超えた場合には、当該取引日以降、第９種優先株式の取得請求権を行使することができ

る。 

「取引日」とは、株式会社東京証券取引所が開設されている日をいい、売買高加重平均価格(下記(5)③

に定義する)が発表されない日を含まない。以下「取引日」という場合について同じ。 

ただし、本③に定める取得請求権の行使の条件は、(a)当会社が存続会社とならない合併、(b)当会社の

事業の全部もしくは実質上全部の譲渡、もしくは当会社の事業の全部もしくは実質上全部を対象とする

当会社の会社分割、または(c)当会社が他の会社の完全子会社となる株式交換もしくは株式移転その他

の組織再編行為(以下あわせて「非存続的再編」という)が行われる場合、当会社が、当該非存続的再編

に関して普通株主に対して法令に基づいて最初に通知を行った日(または普通株主への通知が法令上要

求されない場合には当該非存続的再編に関して法令または金融商品取引所の規則に基づいて最初に開示

を行った日)から当該非存続的再編の効力発生日の前日までの期間中は適用されない。当会社は、非存

続的再編に関して上記のとおり普通株主に対して通知を行い、もしくは開示を行った場合、または当該

非存続的再編が当会社の株主総会において可決もしくは否決された場合には、その旨を直ちに第９種優

先株主に対して書面により通知するものとする。当該非存続的再編が当会社の株主総会において否決さ

れた場合、当会社が第９種優先株主に対しその旨の通知を発送した日の２日後以降、本③に定める取得

請求権の行使の条件が再び適用されるものとする。 

また、本③に定める取得請求権の行使の条件は、当会社またはその子会社以外の者(特別の法律に基づ

いて設立された法人を除く)が、金融商品取引法に基づき、その者の当会社についての株券等保有割合

(金融商品取引法に定義される意味を有する)が50％以上である旨を記載した大量保有報告書または大量

保有報告書に関する変更報告書を提出した場合には、かかる報告書の提出日以降、適用されない。 

取得と引換えに交付すべき普通株式数＝

第９種優先株主が取得を請求した 
第９種優先株式の払込金額相当額総額

引換価額
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(5) 取得条項 

① 第９種優先株式の全部または一部の取得 

当会社は、(a)当該取得を行った後において当会社が十分な自己資本比率を維持することができると見

込まれる場合、または(b)当該取得と引換えに第９種優先株主に交付される金銭の額以上の額の資本調

達を残余財産の分配について第９種優先株式と同順位以下の証券の発行により行う場合のいずれかに該

当するものとして金融庁の事前承認を得たうえで、下記②に定める取得日において、第９種優先株式の

全部または一部を取得することができる。この場合、当会社は、第９種優先株式を取得するのと引換え

に、第９種優先株主に対して、下記③に定める財産を交付する。 

当会社が第９種優先株式の一部を取得することとするときは、当会社の代表執行役が抽選によってその

取得する第９種優先株式を決定する。 

② 取得事由 

イ．会社法第168条第１項に従って代表執行役が別に定める日(ただし、下記ロ．に取得不能日として定め

る日を除く日とし、以下 「当初取得日」 という)が到来することをもって、当会社が第９種優先株

式の全部または一部を取得する事由とする。なお、当会社が当初取得日後のある時点において残存す

る第９種優先株式の全部または一部を取得する場合には、会社法第168条第１項に従って代表執行役

が別に定める当初取得日後の日(ただし、下記ロ．に取得不能日として定める日を除く日とし、当初

取得日とあわせて以下「取得日」 という)が到来することをもって、当会社が当該第９種優先株式の

全部または一部を取得する事由とし、その後も同様とする。 

ただし、当会社は、取得日の45取引日以上60取引日以下前の日に、当該取得日における取得の対象と

なる第９種優先株式を有する第９種優先株主に対して第９種優先株式を取得する旨の事前通知(以下

「取得通知」という)を発送する。 

ロ．上記イ．にいう、取得不能日として定める日は、次により取得日として認められる日以外の日をい

う。 

当会社は、当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)が、いずれか連続する30取引日の各

日において、強制引換価額(下記(6)③により強制引換価額が調整される場合には、下記(6)③に準じ

て調整する)に1.3を乗じて得た額以上であった場合には、平成24年６月４日以降の日で当該30取引日

の期間の末日から30日以内の日に上記イ．に従って取得通知を発送することができるものとし、かか

る場合の取得日は当該取得通知において取得日として記載された日とする。 

③ 取得と引換えに交付すべき財産 

当会社は、第９種優先株式１株を取得するのと引換えに、第９種優先株主に対して、第９種優先株式の

払込金額相当額の金銭、および、取得条項発動時株価が取得条項発動時株価の算出にあたって考慮され

る30取引日の最終の取引日における下記(6)に定める強制引換価額を上回る場合には、強制取得パリテ

ィ額から払込金額相当額を差し引いた額を取得条項発動時株価で除して得た数の当会社の普通株式を交

付する。 

「強制取得パリティ額」とは、取得条項発動時株価を、取得条項発動時株価の算出にあたって考慮され

る30取引日の最終の取引日における下記(6)に定める強制引換価額で除し、第９種優先株式の払込金額

相当額を乗じて得た額をいう。 

「取得条項発動時株価」 とは、取得通知の発送の日以後５取引日目に始まる連続した30取引日(ただ

し、株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引が比例配分のみによって行われた

日、および当該証券取引所により公表されたある取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株

式数が当該取引日に先立つ計算除外日でない５取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株式

数の平均値の４分の１未満である日(これらの日をあわせて以下「計算除外日」 という)を除く)の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値をい

う。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。な

お、上記30取引日の間に下記(6)③に規定の事由が生じた場合においては、上記の価格は、下記(6)③に

準じて調整される。 

「売買高加重平均価格」 とは、株式会社東京証券取引所が、関連する取引日における当会社の普通株

式の普通取引の売買代金総額を当該取引日における当会社の普通株式の普通取引の売買株式総数で除す

ることにより、当該取引日における当会社の普通株式の売買高加重平均価格として計算し提示する価格

をいう。ただし、株式会社東京証券取引所がかかる価格を提示しない場合は、ブルームバーグ・エル・

ピー(Bloomberg L.P.)が当該取引日において提示する8308ジェイティー・エクイティ・エーキューアー

ル(8308 JT Equity AQR)の画面(またはそれに代わる画面もしくはサービス)に表示された価格をいい、

当該画面(またはそれに代わる画面もしくはサービス)に価格が表示されない場合は、当該取引日の株式

会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む)をいう。以下「売買

高加重平均価格」 という場合について同じ。 
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(6) 引換価額および強制引換価額 

① 引換価額および強制引換価額 

引換価額および強制引換価額(本(6)において、あわせて以下単に「引換価額」という)は3,324円65銭と

する。 

② 引換価額の修正 

引換価額は、平成24年６月５日、平成25年６月５日、平成26年６月５日および平成27年６月５日(以

下、これらの日を個別に、または総称して「修正日」 という)に、当該修正日現在における当会社の普

通株式の時価に修正される。ただし、当該時価が修正前の引換価額を上回る場合は、修正前の引換価額

をもって修正後の引換価額とし、また、当該時価が当該修正日において有効な下限引換価額を下回る場

合は、修正後の引換価額は、かかる下限引換価額とする。 

引換価額の修正に使用する修正日現在における当会社の普通株式の時価は、各修正日に先立つ45取引日

目に始まる連続する30取引日(計算除外日を除く)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の売買高加重平均価格の平均値とする。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１

位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に下記③に規定の事由が生じ

た場合においては、上記の時価は、下記③に準じて調整される。 

「下限引換価額」 は867円30銭とする(ただし、下記③により調整する)。 

③ 引換価額の調整 

今後当会社が時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普通株式を処分する

場合や株式の分割または株式無償割当てにより普通株式を発行する場合等、一定の事由が生じた場合に

は引換価額を調整する。 

(7) 株主との合意による優先株式の取得 

第９種優先株式の取得について会社法第160条第１項の規定による決定をするときは、同条第２項および

第３項の規定を適用しない。 

(8) 議決権条項 

第９種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。 

(9) 種類株主総会 

当会社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、第９種優先株主を構成員とする種類株

主総会の決議を要しない。 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

当第３四半期会計期間において、預金保険機構ほか４名から平成20年12月26日付で提出された大量

保有(変更)報告書において、平成20年12月19日に預金保険機構が当社株式337,837株を処分した旨、

および預金保険機構が平成20年12月19日現在で当社株式5,110,394株（発行済株式総数に対する所有

株式数の割合44.82％）を保有している旨が記載されておりますが、当社としては、平成20年12月31

日現在の実質所有株式数の確認ができておりません。 

  

② 乙種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

③ 丙種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

④ 戊種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑤ 己種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑥ 第１種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑦ 第２種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年10月１日～ 
平成20年12月31日 

― 20,364 ― 327,201 ― 327,201
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⑧ 第３種第一回優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑨ 第４種優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑩ 第５種優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

  

⑪ 第９種優先株式 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 
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(6) 【議決権の状況】 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主が把握できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式3,031株(議決

権3,031個)が含まれております。 

２ 株主名簿上は、株式会社近畿大阪銀行名義及び旧株式会社あさひ銀行名義となっておりますが、同社が実質

的に所有していない株式がそれぞれ１株（議決権１個）及び５株(議決権５個)あります。 

  なお、当該株式数は上記の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

３ 上記の「端株」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式0.117株が含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 

乙種第一回優先株式
272,202 

―

各種類の株式の内容
は「１ 株式等の状
況」の「(1) 株 式 の
総数等」に記載して
おります。 

丙種第一回優先株式
120,000 

戊種第一回優先株式
9,576 

己種第一回優先株式 
80,000 

第４種優先株式
25,200 

第５種優先株式 
40,000 

第９種優先株式
100,000 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

 (相互保有株式) 
普通株式 104,813

普通株式 20
 

― ―

完全議決権株式(その他) 

普通株式 
11,278,059 

普通株式
11,278,059 各種類の株式の内容

は「１ 株式等の状
況」の「(1) 株 式 の
総数等」に記載して
おります。 

(注)１
(注)２

第１種第一回優先株式
2,750,000 

第１種第一回優先株式
2,750,000 

第２種第一回優先株式
2,817,807 

第２種第一回優先株式
2,817,807 

第３種第一回優先株式
2,750,000 

第３種第一回優先株式
2,750,000 

端株  第２種第一回優先株式 
0.861 

普通株式 16,684.917
― (注)３

発行済株式総数 20,364,362.778 ― ―

総株主の議決権 ― 19,595,866 ―
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② 【自己株式等】 
平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 株主名簿上は、株式会社近畿大阪銀行名義及び旧株式会社あさひ銀行名義となっておりますが、同社が実質

的に所有していない株式がそれぞれ１株（議決権１個）及び５株(議決権５個)あります。 

２ 「発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)」の発行済株式総数は、発行済普通株式の総数でありま

す。 

３ なお、平成20年12月31日現在の当社保有の自己株式は330,144株（発行済株式総数に対する所有株式数の割

合2.89％）であります。 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

① 普通株式 

 
(注) 最高・最低株価は株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

② 乙種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

③ 丙種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

④ 戊種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑤ 己種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑥ 第１種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数 

の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社りそな 
ホールディングス 

大阪市中央区備後町
２丁目２番１号 

104,813 ― 104,813 0.91

（相互保有株式）

株式会社りそな銀行
上六支店担保処分口 

大阪市天王寺区上本
町６－６－23 

20 ― 20 0.00

計 ― 104,833 ― 104,833 0.91

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月 10月

 
11月 12月

最高(円) 205,000 204,000 197,000 173,600 156,800 150,700 145,200 134,000 148,200

最低(円) 165,000 173,000 160,000 155,300 121,400 90,200 72,500 104,000 128,200
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⑦ 第２種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑧ 第３種第一回優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑨ 第４種優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑩ 第５種優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

⑪ 第９種優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

また、店頭売買有価証券として認可金融商品取引業協会等に登録されておりません。 

  

─ 52 ─



   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとお 

 りであります。  

（１）取締役の状況 

① 新任取締役 

該当ありません。 

  

② 退任取締役 

該当ありません。 

  

（２）執行役の状況 

① 新任執行役 

  

 
 (注）１  所有株式数は、平成21年1月4日を効力発生日として、当会社の普通株式および各種優先株式の各１株を 

            100株とする株式分割を実施した後の所有株式数を記載しております。 

      ２  所有株式数には、平成21年2月の役員持株会における買付分は含まれておりません。  

  

② 退任執行役 

該当ありません。 

  

（３）役職の異動 

該当ありません。 

  

３ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

執行役
サービス改

革部担当
喜 沢 弘 幸

昭和30年 

７月21日生

昭和53年４月 大和銀行 入行 

平成20

年７月

１日か

ら平成

21年６

月開催

予定の

定時株

主総会

終結後

最初に

招集さ

れる取

締役会

の終結

の時ま 

で 

普通株式 

    1,866 

平成20年

７月１日 

平成15年６月 りそな銀行 事務部（東京）業

務役 

平成15年８月 同 大手町営業部営業第三部長 

平成15年10月 同 執行役 ローン事業部担当 

平成17年６月 同 常務執行役員 ローン事業

部長 

平成17年10月 同 常務執行役員 住宅ローン

ビジネス部長兼不動産ビジネス

部担当 

平成18年４月 同 常務執行役員 住宅ローン

ビジネス部担当兼不動産ビジネ

ス部担当兼不動産営業部担当 

平成18年６月

平成19年３月

平成19年６月

平成20年６月

平成20年７月

同 専務執行役員 住宅ローン

ビジネス部担当兼不動産ビジネ

ス部担当兼不動産営業部担当 

同 専務執行役員 コンプライ

アンス統括部担当 

同 専務執行役員 コンプライ

アンス統括部担当兼サービス改

革部担当 

同 取締役兼専務執行役員 コ

ンプライアンス統括部担当兼サ

ービス改革部担当（現任） 

りそなホールディングス 執行

役 サービス改革部担当（現

任） 

─ 53 ─



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、資産

及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠して

おります。 

  

２ 当社は、特定事業会社(企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会

社)に該当するため、当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)に係る

損益の状況、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等については、「２ その他」に記載して

おります。 

  

３ 当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日)は、四半期連結財務諸表の

作成初年度であるため、前第３四半期連結累計期間との対比は行っておりません。 

  

４ 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結累計期間(自 平成20年

４月１日 至 平成20年12月31日)の四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツの四半期レビュー

を受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

資産の部   

現金預け金 1,191,365 2,045,603

コールローン及び買入手形 730,845 1,644,268

債券貸借取引支払保証金 110,855 101,250

買入金銭債権 493,678 509,277

特定取引資産 576,195 445,962

金銭の信託 12,049 －

有価証券 ※2  7,980,495 ※2  6,718,651

貸出金 ※1  25,840,719 ※1  26,052,461

外国為替 80,705 71,854

その他資産 1,072,657 1,051,340

有形固定資産 ※3  327,084 ※3  391,423

無形固定資産 62,359 33,664

繰延税金資産 327,587 371,871

支払承諾見返 910,234 969,346

貸倒引当金 △499,642 △490,803

資産の部合計 39,217,191 39,916,171

負債の部   

預金 30,803,995 31,635,428

譲渡性預金 672,100 1,362,130

コールマネー及び売渡手形 462,749 428,328

売現先勘定 527,714 16,976

債券貸借取引受入担保金 34,308 40,638

特定取引負債 164,251 139,328

借用金 638,550 684,186

外国為替 6,119 2,896

社債 809,650 892,130

信託勘定借 355,040 367,996

その他負債 1,350,653 767,862

賞与引当金 6,051 16,965

退職給付引当金 6,357 4,349

その他の引当金 24,429 20,454

特別法上の引当金 － 0

繰延税金負債 42 0

再評価に係る繰延税金負債 31,172 42,494

支払承諾 910,234 969,346

負債の部合計 36,803,421 37,391,514
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年3月31日) 

純資産の部   

資本金 327,201 327,201

資本剰余金 673,744 673,764

利益剰余金 1,277,515 1,190,557

自己株式 △40,179 △1,280

株主資本合計 2,238,281 2,190,242

その他有価証券評価差額金 △6,855 123,207

繰延ヘッジ損益 20,447 18,308

土地再評価差額金 42,410 58,961

為替換算調整勘定 △1,935 △2,252

評価・換算差額等合計 54,067 198,225

少数株主持分 121,420 136,188

純資産の部合計 2,413,769 2,524,656

負債及び純資産の部合計 39,217,191 39,916,171
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

経常収益 762,315

資金運用収益 517,257

（うち貸出金利息） 428,765

（うち有価証券利息配当金） 47,689

信託報酬 24,683

役務取引等収益 123,967

特定取引収益 42,087

その他業務収益 27,797

その他経常収益 ※1  26,523

経常費用 684,772

資金調達費用 105,690

（うち預金利息） 65,669

役務取引等費用 35,321

その他業務費用 36,938

営業経費 286,037

その他経常費用 ※2  220,784

経常利益 77,543

特別利益 122,621

固定資産処分益 105,022

償却債権取立益 17,599

その他の特別利益 0

特別損失 5,727

固定資産処分損 916

減損損失 2,265

その他の特別損失 ※3  2,545

税金等調整前四半期純利益 194,437

法人税、住民税及び事業税 7,133

法人税等調整額 70,584

法人税等合計 77,718

少数株主利益 2,062

四半期純利益 114,657
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 194,437

減価償却費 15,124

貸倒引当金の増減（△） 8,839

資金運用収益 △517,257

資金調達費用 105,690

為替差損益（△は益） △16,128

固定資産処分損益（△は益） △104,105

特定取引資産の純増（△）減 △130,233

特定取引負債の純増減（△） 216,260

貸出金の純増（△）減 211,741

預金の純増減（△） △831,433

譲渡性預金の純増減（△） △690,030

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△44,636

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 569,024

コールローン等の純増（△）減 919,417

コールマネー等の純増減（△） 538,829

信託勘定借の純増減（△） △12,955

資金運用による収入 514,796

資金調達による支出 △109,695

その他 △380,333

小計 457,352

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 90,751

営業活動によるキャッシュ・フロー 548,104

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △27,223,086

有価証券の売却による収入 21,671,819

有価証券の償還による収入 4,664,339

有形固定資産の取得による支出 △5,564

有形固定資産の売却による収入 164,102

その他 △20,155

投資活動によるキャッシュ・フロー △748,545

財務活動によるキャッシュ・フロー  

劣後特約付借入金の返済による支出 △1,000

配当金の支払額 △44,249

少数株主への配当金の支払額 △272

自己株式の取得による支出 △39,202

自己株式の売却による収入 283

財務活動によるキャッシュ・フロー △84,441

現金及び現金同等物に係る換算差額 △332

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △285,213

現金及び現金同等物の期首残高 1,153,744

現金及び現金同等物の四半期末残高 868,530
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

  

 
  

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

 会計処理基準に関する事項の変更  (1) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」 

 「連結財務諸表作成における在外子会社の会

計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告

第18号平成18年５月17日)が平成20年４月１日

以後開始する連結会計年度から適用されること

になったことに伴い、第１四半期連結会計期間

から同実務対応報告を適用しております。な

お、これによる影響はありません。 

 (2) リース取引に関する会計基準 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりましたが、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成

19年３月30日）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号同前）が平成20年４月１日以後開始する連結

会計年度から適用されることになったことに伴

い、中間連結会計期間から同会計基準及び適用

指針を適用しております。なお、これによる影

響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

１.減価償却費の算定方法  定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２.税金費用の計算  法人税等につきましては、年度決算と同様の方

法により計算しておりますが、納付税額の算出に

係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高

い項目に限定して適用しております。 

３.繰延税金資産の回収可能性の判断  繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について中間連結会計期

間末から大幅な変動がないと認められるため、当

該中間連結会計期間末の検討において使用した将

来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

  主要な連結子会社の貸倒引当金については、破綻懸

念先のうちキャッシュ・フロ－見積法を適用しない債

務者に係る債権について、債権額から、担保の処分可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認められる額を計上してお

りましたが、当第３四半期連結会計期間において当該

債権に対する引当額と貸倒実績の乖離が判明し、その 

要因分析等の結果、貸倒実績率に基づく貸倒引当金の

計上がより合理的と判断されたため、過去の一定期間

における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。この変更により、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益は、従来の方法によった場合

に比べ25,810百万円増加しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 48,791百万円

延滞債権額 470,039百万円

３ヵ月以上延滞債権額 27,117百万円

貸出条件緩和債権額 195,132百万円

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

 
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

破綻先債権額 22,057百万円

延滞債権額 394,291百万円

３ヵ月以上延滞債権額 8,147百万円

貸出条件緩和債権額 202,978百万円

※２ 担保に供している資産 

企業集団の事業の運営において重要なものは、次 

  のとおりであります。 

 
有価証券 4,877,050百万円

※２ 担保に供している資産 

  

  

有価証券 4,296,756百万円

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

208,551百万円 

  ４  一部の連結子会社が受託する元本補てん契約のあ

る信託の元本残高は、金銭信託423,025百万円であ

ります。 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

210,513百万円 

  ４  一部の連結子会社が受託する元本補てん契約のあ

る信託の元本残高は、金銭信託433,580百万円であ

ります。 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

※１ 「その他経常収益」には、株式等売却益10,178百

万円を含んでおります。 

※２ 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額

54,567百万円、貸出金償却107,058百万円、株式等

売却損16,363百万円、株式等償却29,232百万円を含

んでおります。 

※３ 「その他の特別損失」は、一部の銀行業を営む国

内連結子会社における事務システム更改に伴う損失

であります。 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年12月31日現在 

 

現金預け金勘定 1,191,365

日本銀行以外への預け金 △322,834

現金及び現金同等物 868,530
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(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
                        (単位：千株) 

 
  

２ 配当に関する事項 
  

 
  

当第３四半期連結 
会計期間末株式数 

  

発行済株式 

 普通株式 11,399

 種類株式 

    乙種第一回優先株式 272

    丙種第一回優先株式 120

    戊種第一回優先株式 9

    己種第一回優先株式 80

    第１種第一回優先株式 2,750

    第２種第一回優先株式 2,817

    第３種第一回優先株式 2,750

    第４種優先株式 25

    第５種優先株式 40

    第９種優先株式 100

合計 20,364

自己株式 

 普通株式 330

合計 330

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月16日 
取締役会 

普通株式 11,395 1,000 平成20年３月31日平成20年６月10日 利益剰余金

種類株式 

乙種第一回 
優先株式 

1,731 6,360

丙種第一回 
優先株式 

816 6,800

戊種第一回 
優先株式 

137 14,380

己種第一回 
優先株式 

1,480 18,500

第１種第一回 
優先株式 

7,051 2,564

第２種第一回 
優先株式 

7,224 2,564

第３種第一回 
優先株式 

7,051 2,564

第４種 
優先株式 

2,501 99,250

第５種 
優先株式 

2,184 54,622

第９種 
優先株式 

2,676 26,769
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの経常収益の合計及び経常利益の合計額に占める銀行信託業務の割合がいずれも90％

を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

  

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの経常収益の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【海外経常収益】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 
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(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末 

  ※１．企業集団の事業の運営において重要なものは、次のとおりであります。 

※２．四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載して

おります。 

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

  

 
(注) 時価は、当第３四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日現在) 

  

 
(注) 1  四半期連結貸借対照表計上額は、株式については主として当第３四半期連結会計期間末前１ヶ月の市場価格

     の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第３四半期連結会計期間末日におけ

     る市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

  ２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

     価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借

     対照表価額とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」と

     いう。）しております。 

     当第３四半期連結累計期間における減損処理額は21,545百万円であります。 

     また「時価が著しく下落した」と判断するための基準は、償却・引当基準の自己査定による有価証券発行会

     社の債務者区分に従い、次のとおりとしております。 

     正常先：原則として時価が取得原価に比べて50％以上下落 

     要注意先、未格付け先：時価が取得原価に比べて30％以上下落 

     破綻先、実質破綻先、破綻懸念先：時価が取得原価に比べて下落 

  

四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 143,182 144,932 1,749

地方債 221,241 227,737 6,496

合計 364,423 372,669 8,245

取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
評価差額(百万円)

株式 359,342 421,775 62,433

債券 6,505,180 6,464,931 △40,248

 国債 5,792,732 5,750,495 △42,237

 地方債 174,160 176,103 1,942

 社債 538,288 538,333 45

その他 385,456 365,847 △19,608

合計 7,249,979 7,252,554 2,575
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(デリバティブ取引関係) 

  当第３四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものは、次のとおりであります。 

  

(1) 金利関連取引(平成20年12月31日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種

  別監査委員会報告第24号)等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお

  ります。 

  

(2) 通貨関連取引(平成20年12月31日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業

  種別監査委員会報告第25号)等に基づき、ヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債

  務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当 

  該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。 

  

  

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品 
取引所 

金利先物 201,746 △102 △102

店頭 

金利スワップ 17,531,425 33,546 33,263

キャップ 76,166 △78 387

フロアー 50,764 759 916

スワップション 329,100 61 333

合計 ― 34,187 34,799

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

店頭 

通貨スワップ 3,026,145 △2,984 53,264

為替予約 1,463,973 △41,534 △41,534

通貨オプション 2,580,086 88,349 102,235

合計 ― 43,830 113,965
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額等 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。 

 
  

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年3月31日)

１株当たり純資産額 円 △19,829.72 △13,711.01

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

純資産の部の合計額 百万円 2,413,769 2,524,656

純資産の部の合計額から控除す
る金額 

百万円 2,633,273 2,680,895

 うち少数株主持分 百万円 121,420 136,188

 うち優先株式 百万円 2,511,852 2,511,852

 うち優先配当額 百万円 － 32,854

普通株式に係る四半期連結会計
期間末（連結会計年度末）の純
資産額 

百万円 △219,503 △156,239

１株当たり純資産額の算定に用
いられた四半期連結会計期間末
（連結会計年度末）の普通株式
の数 

千株 11,069 11,395

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金
額 

円 10,120.10

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 5,211.63

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 114,657

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 －

 普通株式に係る 
  四半期純利益 

百万円 114,657

 普通株式の期中 
  平均株式数 

千株 11,329

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益調整額 百万円 －

 普通株式増加数 千株 10,670
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(重要な後発事象) 

 
  

  

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年12月31日)

株式分割 

当社は、「株式等の取引に係る決済の合理化を図る

ための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第88号）に基づき実施される株式の

電子化に対応するため、平成21年1月4日を効力発生日と

して普通株式及び各種優先株式の各１株を100株に分割

いたしました。 

この株式分割が前期首に行われたと仮定した場合に

おける「１株当たり情報」の各数値はそれぞれ以下の通

りであります。 

（前連結会計年度末） 

１株当たり純資産額               △137.11円 

（当第３四半期連結会計期間末） 

１株当たり純資産額               △198.29円 

（当第３四半期連結累計期間） 

１株当たり四半期純利益金額         101.20円 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額          52.11円 
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(1) 第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当たり四半期純損益金額等 

当社は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行

う会社）に該当するため、第３四半期連結会計期間に係る損益計算書、セグメント情報及び１株当た

り四半期純損益金額等については、四半期レビューを受けておりません。 

① 損益計算書 

(単位：百万円) 

 
  

 
  

２ 【その他】

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

経常収益 275,061

 資金運用収益 168,639

  （うち貸出金利息） 143,521

  （うち有価証券利息配当金） 15,119

 信託報酬 5,845

 役務取引等収益 36,935

 特定取引収益 46,637

 その他業務収益 14,581

 その他経常収益 2,421

経常費用 248,896

 資金調達費用 31,612

  （うち預金利息） 19,941

 役務取引等費用 12,652

 その他業務費用 45,402

 営業経費 95,908

 その他経常費用              ※１ 63,321

経常利益 26,164

特別利益 19,042

 固定資産処分益 278

 貸倒引当金戻入益 14,344

 償却債権取立益 4,419

特別損失 351

 固定資産処分損 250

 減損損失 100

税金等調整前四半期純利益 44,855

法人税、住民税及び事業税 836

法人税等調整額 15,303

法人税等合計 16,139

少数株主利益 449

四半期純利益 28,267

(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※１ 「その他経常費用」には、貸出金

償却29,382百万円、株式等売却損

12,954百万円、株式等償却17,602

百万円を含んでおります。 
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② セグメント情報 

(事業の種類別セグメント情報) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの経常収益の合計及び経常利益の合計額に占める銀行信託業務の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

(所在地別セグメント情報) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

全セグメントの経常収益の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

(海外経常収益) 

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 
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③ １株当たり四半期純損益金額等 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりで

あります。 

 
  なお、当社は、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第88号）に基づき実施される株式の電子化に対応するため、平成21年1月4日を効力発生日として

普通株式及び各種優先株式の各１株を100株に分割いたしました。 

  この株式分割が当第３四半期期首に行われたと仮定した場合における「１株当たり情報」の各数値はそれぞれ以下

の通りであります。 

１株当たり四半期純利益金額                    25.21円 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額      11.62円 

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日  
 至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金
額 

円 2,521.21

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 1,162.04

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日  
 至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 28,267

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 －

 普通株式に係る 
  四半期純利益 

百万円 28,267

 普通株式の期中 
  平均株式数 

千株 11,211

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益調整額 百万円 －

 普通株式増加数 千株 13,113
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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株式会社 りそなホールディングス 

 

  

 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社りそなホールディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期

連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社りそなホールディングス及び連結

子会社の平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年２月９日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  古  澤     茂  印 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  大  森     茂  印 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  岸  野     勝  印 

※  1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

 出会社が別途保管している。 

2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 

  



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年２月12日 

【会社名】 株式会社りそなホールディングス 

【英訳名】 Resona Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長  檜 垣 誠 司 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当ありません 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社りそなホールディングス東京本社 

 (東京都千代田区大手町一丁目１番２号) 

株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表執行役社長檜垣誠司は、当社の第８期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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